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　会員拡大の推進及び広報
　【国委託事業含む】

　適正就業の推進

　雇用・就業に関する調査・研究、情報の収集・提供及び普及啓発
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用
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境
の
整
備

等
の
支
援
に
関
す
る

事
業

　雇用環境の整備等
　　【都出えんによる基金事業・都補助事業】

雇
用
・
就
業
に
関
す
る
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談

、
講
習

、
能
力
開
発
等
の
事
業

、
並
び
に
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女
性
・
高
年
齢
者
・
障
害
者
等
の
就
業
に
関
す
る
個
別
支
援
事
業

　障害者の多様なニーズに対応した委託訓練事業
　　【都委託事業】

障
害
者
就
業

支
援
事
業

　障害者雇用就業総合推進事業
　　【都出えんによる基金事業含む】

そ
の
他
事
業

そ
の
他

、

こ
の
財
団

の
目
的
を

達
成
す
る

た
め
に
必

要
な
事
業

　雇用・就業に関する調査・研究、情報の収集・提供及び普及啓発

　東京都しごとセンター事業の管理運営
　　【都委託事業】

　長期失業者等に向けたフォローアップ支援事業
　　【都委託事業】

　成長産業分野キャリア形成支援事業
　　【都出えんによる基金事業】

　デジタル・ビジネススキル習得支援事業
　　【都委託事業】

　就労困難者の雇用就業支援
　　【都委託事業】

収
益
事
業

損
害
保
険

の
代
理
業

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
事
業

　会員等能力開発事業

　安全就業の推進

　中高年者の雇用就業支援
　　【都委託事業・都出えんによる基金事業】

　中小企業に対する支援
　　【都委託事業含む】

　東京都しごとセンター多摩事業
　　【都委託事業・都出えんによる基金事業】

　早期再就職緊急支援事業
　　【都委託事業】

　業界連携再就職支援事業
　　【都委託事業】

　総合相談窓口の設置、多様な働き方に対する支援
　　【都委託事業】

　人材の確保・育成
　　【都出えんによる基金事業】

　感染症・ウクライナ情勢に伴う離職者等の人材マッチング支援事業
　　【都委託事業】

　中小企業従業員融資における利子補給の支払に関する事業
　　【都出えんによる基金事業】

　シルバー人材センター及び会員等に係る損害保険代理業

雇
用
環
境

整
備
事
業
の

推
進

　女性の再就職支援
　　【都委託事業】

　雇用創出・安定化支援等
　　【都出えんによる基金事業】

　脱炭素社会の実現に向けた人材確保・就職促進事業
　　【都委託事業】

　ローコードによるアプリ作成スキル習得支援事業
　　【都委託事業】

　就業機会の確保及び提供等

　事業運営に関する援助及び育成等

　ソーシャルファーム支援事業の推進
　　【都出えんによる基金事業】

　ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業
　　【都出えんによる基金事業】

　高年齢者の雇用就業支援
　　【都委託事業】

　ものづくり産業人材確保支援事業
　　【都委託事業】

　緊急就職支援事業
　　【都出えんによる基金事業】

令和４年度　公益財団法人東京しごと財団　事業体系
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進
を
図
る
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め
に
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要
な
事
業

　雇用・就業に関する調査・研究、情報の収集・提供及び普及啓発

　若年者の雇用就業支援
　　【都委託事業・都出えんによる基金事業】

　観光関連産業の需要回復に向けた人材確保支援事業
　　【都委託事業】

雇
用
・
就
業
支
援
事
業

　
　
　
　

（
東
京
都
し
ご
と
セ
ン
タ
ー
事
業
等

）

　デジタル人材確保・就職促進事業
　　【都委託事業】

-　4　-



キャリアカウンセリング等の実施　　若者と企業のマッチング支援　　若者の職場定着支援　　就活バックアップ支援　　高校生向け就業意識啓発講座
オンラインによる就職支援の実施　　新卒向け緊急合同就職面接会　　就活アプローチ事業　　若者正社員チャレンジ事業

安全就業パトロール指導員の配置　　安全就業強化月間　　安全就業推進連絡会議　　普及啓発のための各種教材の作成・貸出し　　安全就業対策事業への助成　　その
他

シルバー人材センター向け人材開発コース「シルバー人材センター就業支援講習」　　職域拡大技能講習

総合相談窓口の設置　　事業所相談　　専門相談窓口の設置　　多様な働き方情報の収集・提供
区市町村と連携した就職支援セミナー等の実施　　情報の提供　　雇用就業状況の把握　　原油価格高騰等に係るオンライン就職支援

委託訓練のコーディネート

調査研究　　普及啓発活動

女性再就職支援窓口の運営　　女性再就職サポートプログラムの実施　　オーダーメイド型女性しごと応援出張テラス　　女性向け在宅ワークセミナー　　レディGO！ワクワク塾
就職面接会等の実施　　職場見学会の実施　　啓発イベント等の実施　　オンラインによる就職支援の実施　　利用者向け託児サービスの実施　　女性しごと応援キャラバンの実施

総合相談サービス　就職支援アドバイザーによる支援　就職ノウハウセミナーの実施　能力開発コースの実施　土曜就活セミナーの実施  ターゲットを絞ったサービス
地域と連携した就業支援事業　多摩地域若者・中小企業交流支援事業　女性向けサービスの実施　オンラインによる就職支援の実施　就職チャレンジ多摩事業　アフターフォロー
事業

事業運営に関する援助等　　役職員等の研修等　　事務局職員の勤務条件等の調整及び福利厚生事業への助成
関係団体等との連携　　連合事業の実施及び連合交付金の交付　　連合の会議

障害者の就労促進に向けた情報発信の強化　　中小企業障害者雇用応援連携事業（東京都委託事業）

適正就業指導員の配置　　シルバー人材センターへの情報提供

就業相談　再就職活動支援セミナー等　シニアのパソコンスキルアップ講座　就業支援総合セミナー　生涯現役社会推進事業「シニア生涯ワーキングセミナー」
オンラインによる就職支援の実施　シニアの社会参加サポートプログラム　65歳以上のシニア対象職場体験事業「しごとチャレンジ65」
中小企業向けエキスパート人材開発プログラム「シニア中小企業サポート人材プログラム」　中小企業向け人材開発コース「55歳以上の方のための就職支援講習」
はつらつ高齢者就業機会創出支援事業（アクティブシニア就業支援センターとの連携及び支援）

調査研究　　普及啓発活動

業界別人材確保支援事業　業界別人材確保オーダーメイド型支援事業　人材確保支援事業　　企業主導型保育施設設置促進事業
中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業　エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業

専門サポートコーナーの運営　　就労支援アドバイザー等によるチーム支援　　関係機関との連携構築

早期再就職緊急支援事業

デジタル・ビジネススキル習得支援事業

障害者の就業に向けたコーディネート 　　企業の障害者雇用に向けたコーディネート　　関係機関等との連携　　障害者雇用就業サポートデスクの運営
職場定着支援（東京ジョブコーチ支援事業）   職場定着支援（職場内障害者サポーター事業）

ソーシャルファーム支援窓口の運営　　ソーシャルファーム支援モデル事業　　ソーシャルファームのPR

損害保険代理業の実施　　代理店手数料収入を活用した事業の実施

ローコードによるアプリ作成スキル習得支援事業

感染症・ウクライナ情勢に伴う離職者等の人材マッチング支援事業

短期講習プログラムの開発　短期講習プログラムの実施　合同就職面接会の開催

就職支援アドバイザーによる支援等　求職活動支援セミナーの実施　就職面接会　能力開発コースの実施　情報の提供　ミドルアフターのキャリアチェンジ支援
非正規就業者向けアプローチセミナー　ミドル版ワークスタート支援プログラム　オンラインによる就職支援の実施　非正規向け特別支援　東京しごと塾事業　ミドルチャレンジ事業
（Ｊｏｂトライ）

成長産業分野キャリア形成支援事業

中小企業従業員融資における利子補給支払事業

脱炭素社会の実現に向けた人材確保・就職促進事業

調査研究　　普及啓発活動

活動分野拡大事業　　広域企画提案による就業機会の確保　　人材情報バンクの整備　　福祉・家事援助サービスの推進
シルバー人材センター等労働者派遣事業　　人手不足分野対策事業（国補助事業）

普及啓発　　シルバー体験講習事業　　これからシルバー応援FESTA事業　　高齢者活躍人材確保育成事業（国委託事業）

ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業

関係機関と連携した総合的な雇用・就業サービスの提供   普及啓発   施設の提供

ものづくり産業人材確保支援事業

就職後支援の実施　　採用企業への支援　　関係機関等との連携

働き方改革支援事業　　テレワーク促進事業　　テレワーク導入ハンズオン支援事業　　小規模テレワークコーナー設置促進事業　　テレワーク定着トライアル緊急支援事業
シェアオフィス運営事業　　サテライトオフィス設置等補助事業　　働く女性応援事業　　働くパパママ育休取得応援事業・介護休業取得応援事業
妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業　　新型コロナウイルス感染症緊急対策に係る雇用環境整備促進事業
エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業

雇用創出・安定化支援事業　　原油価格高騰等に係る雇用創出・安定化支援事業　　雇用創出・安定化支援に係る採用・定着促進事業

フォローアップ支援チームの設置　　「ＴＯＫＹＯ　ＪＯＢ　Ｉｎｆｏ」（仮称）の運営

観光関連産業の需要回復に向けた人材確保支援事業

デジタル人材確保・就職促進事業

下線付は新規事業もしくは新規事業を含む事業
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１９     感染症・ウクライナ情勢に伴う離職者等の人材マッチング支援事業（新規） 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大は収束に向かいつつあるが、コロナ禍により

離職を余儀なくされた方の失業期間が長期化しているなど、いまだ雇用面での影響は

大きい。 

加えて、ウクライナ情勢による原油価格・物価高騰等による都内企業における雇用

への影響が懸念されており、就労支援の更なる強化が必要である。 

こうした離職者と、ポストコロナに向けて人材確保意欲の高いＩＴ等の成長産業に

属する企業や、原油価格・物価高騰・円安等を踏まえ事業拡大や業態転換を図る企業

との大規模なマッチング機会を提供する。 

 

（１）概要 

マッチングイベント（合同就職面接会）を開催する。 

イベントでは、カウンセラーによる個別相談会、各種就職促進セミナー、人材確保

に関する企業向け相談窓口など様々なコンテンツを同時に提供する。 

 

（２）対象者 

コロナ禍等による影響により、離職や転職に陥る求職者及び人手不足に悩む事業

者 

 

（３）規模 

１回（２日間） 

① 来場見込 

 延べ 500 人 

② 参加企業 

 延べ 75 社 
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20 脱炭素社会の実現に向けた人材確保・就職促進事業（新規） 

新型コロナウイルス感染症の影響による雇用情勢は持ち直しの動きは見られるもの

の、原油価格等の高騰とそれに伴う経済への影響も懸念されるなど、社会情勢の先行

きは依然として不透明であり、就労支援への更なる強化が必要である。 

一方、環境産業の市場規模は、脱炭素化の取組の加速により今後拡大する見込みで

あり、社会における人材の需要は急速に拡大している。 

そこで、脱炭素分野や資源有効利用分野などの環境産業分野や、環境に関する取組

を進める企業等の求人を集めたマッチングイベントを開催し、合同就職面接会や個別

相談会を実施することで、エネルギーなどの環境産業への人材シフトを強力に展開し

ていく。 

 

（１）概要 

環境産業等の分野におけるマッチングイベント（合同就職面接会）を開催する。 

イベントでは、カウンセラーによる個別相談会、環境産業研究セミナー、人材確保

に関する企業向け相談窓口など様々なコンテンツを同時に提供する。 

 

（２）対象者 

コロナ禍・物価高騰等の影響による離職者、転職者 

環境産業分野で人材確保に積極的な事業者、環境に関する取組を進める企業等 

 

（３）規模 

１回（２日間） 

ア 来場見込 

  延べ 300 人 

イ 参加企業 

  延べ 50 社 
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21 ローコードによるアプリ作成スキル習得支援事業（新規） 

コロナ禍を契機に、多様な産業においてＤＸ推進が加速化される中、求職者に求

められるデジタル・ビジネススキルが変容してきている。 

近年は、専門的なプログラミングの知識がなくとも、簡易なアプリ作成が可能なノ

ーコード・ローコードツールが普及しており、企業にとって急務になっているＤＸ化

の推進にあたり、自社での内製化が可能なノーコード・ローコード開発は急速に注目

度が高まっている。 

このような社会の変化がある中で、求職者に対しノーコード・ローコードによるア

プリ作成スキルを提供することで、早期の再就職を後押しするとともに社会のＤＸ

化を推進していく。 

 

（１）概要 

  オフィスソフトの知識のある求職者に対し、ノーコード・ローコードによるアプリ作

成スキルを習得する講習を行う。講習受講後はしごとセンターの各コーナーにおいて、

キャリアカウンセリングを通してマッチング支援を行い、再就職を支援する。 

 

（２）実施規模 

100 人程度（25 人×全４回） 

  

（３）講習内容 

  ア プログラミング知識概要 

イ ノーコード、ローコード作成アプリによる演習 

ウ 課題演習（簡易アプリの作成） 
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22 観光関連産業の需要回復に向けた人材確保支援事業（新規） 

新型コロナの水際対策の抜本的な緩和等により、観光関連産業では事業活動の更な

る活発化が見込まれている。一方、長引くコロナ禍により観光関連産業では人材が他

業種に流出し、人手不足が深刻化しており、需要回復に合わせて事業者が着実に収益

向上させるためには人材の確保が急務となっている。 

このため、本格的な観光関連産業の需要回復に向けて、緊急のマッチングイベント

を開催し、人手不足を解消させ生産性の向上を促すことで、観光関連産業の稼ぐ力の

回復・強化を支援する。 

 

（１）概要 

マッチングイベント（合同就職面接会）を開催する。 

イベントでは、カウンセラーによる個別相談会、人材の確保や労働生産性の向上に

関する企業向け相談窓口などのコンテンツを同時に提供する。 

また、求職者向けに観光関連産業の魅力等を、企業向けに経営力強化等を内容とし

てセミナーをオンラインで実施する。 

 

（２）対象者 

コロナ禍等における離職者や他業種からの転職希望者等 

人手不足に悩む観光関連産業の事業者 

 

（３）規模 

１回（２日間） 

ア 来場見込 

  延べ 300 人 

イ 参加企業 

  延べ 50 社 
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２ 雇用環境の整備等 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と社会経済活動との両立への対応として、

都内企業にテレワークが急速に拡大した。コロナ収束後においても、こうしたテレワー

クをはじめ、休暇の取得促進、労働時間の見直しなど、働き方改革を推進し、定着させ

ることが必要である。 

それにより、個々人の働く意欲に応え、その能力を十分に発揮・活躍できる職場環境

が実現し、様々なライフイベントに対応できるなど、仕事と生活の調和のとれた働き方

へとつながっていく。 

また、こうした職場環境を実現する重要性は、個々の企業が人材を採用・定着させて

いく上でますます大きくなっていく。 

そこで、企業における働き方改革に向けた取組や雇用環境に関する課題解決に向けて、

事業主への多様な支援を実施する。 

 

（１）働き方改革支援事業（平成 28～令和４年度、都出えんによる基金事業） 

「ＴＯＫＹＯ働き方改革宣言」を行った企業に対し、働き方や休み方に関して新た

に導入した制度等を利用した場合に「働き方改革助成金」を支給し、雇用環境向上を

支援する。令和４年度は過年度に支給決定を行った宣言企業に対する額の確定を行う。 

 

（２）テレワーク促進事業（旧称：テレワーク活用・働く女性応援事業） 

               （平成 28～令和５年度、都出えんによる基金事業） 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止策として導入が進んだテレワークの促進と定

着に向け、企業等にテレワーク機器導入・拡大にかかる経費を助成することで、テレ

ワーク環境の整備を支援する「テレワーク促進事業」を実施する（1,700 社／年）。 

 

 （３）テレワーク導入ハンズオン支援事業（新規） 

                   （令和４～６年度、都出えんによる基金事業） 

テレワーク導入が難しい業種の都内中堅・中小企業を対象に東京都が実施するハン

ズオン支援によるコンサルティングを終了した場合に、テレワーク導入に係る経費を

助成することでテレワーク環境の整備を支援する「テレワーク導入ハンズオン支援事

業」を実施する（300 社／年）。 

 

（４）小規模テレワークコーナー設置促進事業 

               （令和３～６年度、都出えんによる基金事業） 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止策として急速に拡大したテレワークの実施を

一層定着させるためには、自宅以外の身近な場所でテレワークを実施できるサテライ 

トオフィス勤務の推進が必要となることから、都内の飲食店や商業施設等で内装工事

を伴わないテレワークコーナーを設置する企業等に対して、整備費用を助成する（200

社／年）。 
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（５）テレワーク定着トライアル緊急支援事業 

               （令和３～４年度、都出えんによる基金事業） 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止策としてテレワークを定着させるため、「テレ

ワーク・マスター企業」として認定又は「テレワーク推進リーダー」を登録した中小

企業等に対し、各期間中のテレワーク実施人数及び通信費や機器・ソフト利用料等の

支給実績額に応じて定額の奨励金（「テレワーク・マスター企業支援奨励金」及び「テ

レワーク推進強化奨励金」）を支給する。 

 

（６）シェアオフィス運営事業（新規） 

（令和４～５年度、都補助事業） 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策として導入が進んだテレワークを後戻

りさせることなく定着させるため、都の施設において「ＴＯＫＹＯシェアオフィス

墨田」を運営し、テレワークによる従業員の柔軟な働き方の実現につなげていく。 

① 企画検討・調査等 

  シェアオフィスの効果的な運営に向けて、利用動向等に関する調査分析やイベント

等の企画検討を行う。 

②  シェアオフィスの管理運営 

ＴＯＫＹＯシェアオフィス墨田を運営し、テレワークによる柔軟な働き方の実現

につなげる。 

【施設名称】 

 ＴＯＫＹＯシェアオフィス墨田 

  【場 所】 

   墨田区本所３－１５－５ 鉄筋コンクリート地上３階 

   【建物延床面積】 

    760 ㎡程度 

 

（７）サテライトオフィス設置等補助事業（新規） 

（令和４～５年度、都出えんによる基金事業） 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策として導入が進んだテレワークを後戻

りさせることなく定着させるため、テレワークの一形態であるサテライトオフィスを

設置する民間事業者等を対象に補助事業を実施することで、サテライトオフィスの整

備を促進する（16 社／年）。 

 

（８）働く女性応援事業（旧称：テレワーク活用・働く女性応援事業） 

               （平成 28～令和６年度、都出えんによる基金事業） 

   女性が働きやすい職場づくりを行い、人材の確保・定着を図っていく必要があるこ 

とから、企業等に女性の採用・職域拡大に向けた設備等（トイレ、ロッカー等）の整 

備にかかる経費を助成することで、職場環境の整備を支援する「働く女性応援事業」 

を実施する（20 社／年）。 
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（９）働くパパママ育休取得応援事業・介護休業取得応援事業（一部新規） 

（平成 30～令和５年度、都出えんによる基金事業） 

従業員に育児休業を取得させ、復帰させた企業や男性従業員に育児休業を取得さ

せた企業を奨励することで、女性の就業継続や男性の育児休業取得を促進する「働

くパパママ育休取得応援事業」、従業員に介護休業を取得させた企業を奨励すること

で、従業員の就業継続や介護休業取得を促進する「介護休業取得応援事業」を実施

する（1,350 社／年）。 

① 働くパパママ育休取得応援奨励金 働くママコース 

中小企業等が、女性従業員に育児休業を取得（１年以上）させ、職場環境整備を

実施した場合に定額を支給する。 

  ② 働くパパママ育休取得応援奨励金 パパと協力！ママコース（新規） 

夫婦が子育てを分担することを前提とした育児休業の取得を推進する中小企業等

が、女性従業員に育児休業を取得（６か月以上１年未満）させ、企業としての育児

休業取得促進計画を作成した場合に定額を支給する。 

③ 働くパパママ育休取得応援奨励金 働くパパコース 

企業等が、男性の育児休業取得促進に向けて、男性従業員に育児休業を取得（15

日以上）させ、職場環境整備を実施した場合に育児休業の取得日数に応じて定額を

支給する。（中小企業等向けに産後８週期間の取得には加算制度あり） 

④ 介護休業取得応援奨励金 

中小企業等が、従業員に 15 日以上の介護休業を取得させ、職場環境整備を実施し

た場合に取得日数に応じて定額を支給する。 

 

（10）妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業  

（令和２～５年度、都出えんによる基金事業） 

    妊娠中の女性労働者が安心して休業を取得できる環境を整備するため、国の「新型

コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休暇制度導入助成金」等の支

給決定を受け、規程を整備した事業主に対し、奨励金を支給する（40 社／年）。 

 

（11）新型コロナウイルス感染症緊急対策に係る雇用環境整備促進事業 

（令和３～４年度、都出えんによる基金事業） 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を理由として、国が実施する雇用調整助成金

等の支給決定を受けた都内事業所に対し、非常時における雇用環境の整備に取り組み、

新たな勤務制度を導入した場合等に奨励金を交付する（2,900 件／年）。 

 

（12）エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業（新規） 

（令和４年度、都出えんによる基金事業） 

都内中小企業等の労働生産性を高め、持続的発展を促すため、職場環境の改善や人

材育成、賃金の引上げなどの従業員のエンゲージメント向上に取り組む中小企業に対

し、専門家の派遣と奨励金の支給を行う（500 社/年）。 

 





 










